
健康福祉部

シート番号 所属
H29決算

事業費（千円）
今後の事務事業の方向性

1 健康福祉部健康総務課 2,951 継続

2 健康福祉部健康総務課 358 継続

3 健康福祉部健康総務課 31,453 継続

4 健康福祉部健康総務課 13,114 継続

5 健康福祉部健康総務課 12,495 見直し

6 健康福祉部生活福祉課 2 廃止・終了

7 健康福祉部生活福祉課 30,459 継続

8 健康福祉部生活福祉課 67,067 継続

9 健康福祉部障がい福祉課 9,564 継続

10 健康福祉部障がい福祉課 12,378 継続

11 健康福祉部障がい福祉課 9,689 継続

12 健康福祉部障がい福祉課 388 課題付継続

13 健康福祉部障がい福祉課 220,635 継続

14 健康福祉部障がい福祉課 166,715 継続

15 健康福祉部高齢介護課 19,078 継続

16 健康福祉部高齢介護課 1,649 課題付継続

17 健康福祉部高齢介護課 17,363 継続

18 健康福祉部高齢介護課 28,401 課題付継続

19 健康福祉部高齢介護課 2,089,975 継続

20 健康福祉部高齢介護課 235,159 廃止・終了

21 健康福祉部高齢介護課 20,057 廃止・終了

22 健康福祉部健康推進課 170 課題付継続

23 健康福祉部健康推進課 333,002 見直し

24 健康福祉部健康推進課 0 継続

25 健康福祉部健康推進課 224,208 課題付継続

26 健康福祉部健康推進課 158,265 見直し

27 健康福祉部健康推進課 53,663 継続

28 健康福祉部健康推進課 2,741 継続

29 健康福祉部健康推進課 0 継続

事務事業評価（平成29年度決算）　事業一覧

部、室等

事務事業名

民生委員関係事務事業

社会福祉法人設立許認可等事務事業

社会福祉協議会活動助成事業

愛のみのり基金積立事業

地域福祉事業

生計援助資金貸付事業

生活困窮者自立支援事業

生活保護事業

障害者・高齢者交流会館維持管理事業

障害者福祉事業

重度障害者福祉事業

知的障害者通所更生施設維持管理事業

地域生活支援事業

障害者医療助成事業

シルバ－人材センタ－運営補助事業

地域福祉推進基金積立事業

老人ホ－ム入所措置事業

高齢者支援事業

介護保険制度関連事業

老人医療助成事業

老人福祉センタ－維持管理事業

公衆衛生普及事業

予防接種事業

感染症対策事業

市民総合（特定）健康診査事業

母子保健事業

救急医療等推進事業

健康相談等事業

保健対策推進事業



30 健康福祉部健康推進課 896 拡充

31 健康福祉部健康推進課 76,505 課題付継続

32 健康福祉部健康推進課 2,457 継続

33 健康福祉部健康推進課 995 見直し

自殺対策事業

市民保健センター維持管理事業

公害健康被害福祉事業

公害健康被害予防事業



平成29年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部健康総務課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 民生委員関係事務事業

事業費
（単位：千円）

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

               2,973              2,951 

・補助金および交付金
　補助金　2,624
・役務費
　通信運搬費　4
・報酬
　非常勤職員報酬　323

概　

要

実施内容等

説明

　第５次守口市総合基本計画では、社会福祉の充実の柱として地域福祉の推進を掲げ、
地域福祉施策が地域に根ざしたものとなるよう、民生委員・児童委員、それぞれの特徴を
活かし相互の連携・協働による地域福祉の環境づくりを必要としており、地域福祉の推進を
担う民生委員児童委員協議会等の活動支援を行うもの。

事業費詳細

・負担金、補助及び交付金
　補助金
　[守口市民生委員児童委員協議会の活動を支援するため、運営経費の一部補助　2,624
千円]
・報酬
　非常勤職員報酬
　[民生委員推薦会委員の報酬（委員数14人）　323千円]

など

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
社会福祉の充実

今後の
事務事業の

方向性
継続 　地域福祉の推進を担う民生委員児童委員協議会の活動に対して引き続き支援する。
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部健康総務課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 社会福祉法人設立許認可等事務事業

事業費
（単位：千円）

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

                  615                358 

 ・需用費
　消耗品費　　37
・備品購入費
　図書購入費　4
・報酬
　非常勤職員報酬　315
・役務費
　通信運搬費　2

概　

要

実施内容等

説明

　社会福祉事業を行うことが目的である、社会福祉法人の運営を、適正化に向け指導する
ことで、社会福祉サービス提供の向上及びサービス提供を受けている利用者保護を図り、
社会福祉の向上につなげる。社会福祉法人の設立認可（社会福祉法第31条）、定款変更
認可（同法第45条の36）、法人の解散認可（同法46条）、法人の合併認可（同法第50条及び
54条の6）、法人への立入検査（同法第56条）、法人からの報告受理（同法59条）等を行うも
の。

事業費詳細

・需用費
　消耗品費
　[社会福祉法人関連図書の購入等　37千円]
・備品購入費
　図書購入費
　[社会福祉法人関連図書の購入　　4千円]
・報酬
　非常勤職員報酬
　[監査の同行する公認会計士の報酬　　　315千円]
・役務費
　通信運搬費
　[監査実施等に伴う郵便料　2千円]

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
社会福祉の充実

今後の
事務事業の

方向性
継続

社会福祉の向上のため、引き続き適正な頻度による指導監査及び監査結果の公表が行えるよう努め
る。
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部健康総務課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 社会福祉協議会活動助成事業

事業費
（単位：千円）

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

              31,453             31,453 

  ・負担金、補助及び交付金
　　補助金　 　　31,453

概　

要

実施内容等

説明

　　社会福祉法により地域福祉の推進を図ることを目的に設置された守口市社会福祉協議
会（以下、市社協）が策定する「地域福祉活動計画」は、本市の守口市地域福祉計画で掲
げた基本理念や基本目標を達成するための関連計画に位置付けており、本市と市社協は
相互に連携を図っている。
　その市社協の活動を支援するため、市社協が実施する日常生活自立支援事業や小地域
ネットワーク活動推進事業について、市が補助している。また、民生委員・児童委員の活動
を支援するため、民生委員児童委員協議会事務局の運営に要する経費について、市にお
いて補助している。

事業費詳細

・負担金、補助及び交付金
　　補助金
　[社会福祉協議会への補助金の交付　 　　34,111千円］
　　①日常生活自立支援事業
　　（認知症高齢者、知的障がい者、精神障がい者等に対し、判断能力が不十分な方が自
立した生活が送れるよう、福祉サービスの利用補助）
　　②小地域ネットワーク活動推進事業
　　　（地域住民が安心して生活できるように、地区委員長が支え合い・助け合いの活動）
　　③民生委員児童委員協議会事務局運営事業

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
社会福祉の充実

今後の
事務事業の

方向性
継続

地域福祉の推進を図るため、引き続き補助金支出を通じて効果的・効率的な事業の実施を求めてい
く。
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部健康総務課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 愛のみのり基金積立事業

事業費
（単位：千円）

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

              24,061            13,114 

 ・積立金
　愛のみのり基金積立金　13,114

概　

要

実施内容等

説明
社会福祉の充実に寄与することを目的とした守口市愛のみのり基金条例に基づく愛のみ
のり基金について、社会福祉事業を実施していくために市民等からの寄附金及び運用益を
積み立てるもの。

事業費詳細

・積立金
　愛のみのり基金積立金
　[寄附金及び年間の定期利息および繰越利息の積み立て　13,114千円]

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
社会福祉の充実

今後の
事務事業の

方向性
継続 現在の基金の活用事業の効果検証を行いつつ、その活用事業のＰＲ及び寄附の増進に努める。
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部健康総務課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 地域福祉事業

事業費
（単位：千円）

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

              13,251             12,495 

 ・需用費
　消耗品費　61
　印刷製本費　313
・役務費
　通信運搬費　555
・委託料
　委託料　9,809
・報酬
　非常勤職員報酬　352
・報償費
　報償金　18
・負担金、補助及び交付金
　補助金　1,387

概　

要

実施内容等

説明

　　地域福祉の推進を図るため、身近な生活の場での困り事や孤立した不安などの問題を
抱える人を地域で見つけ、支えていくことが求められている。
　府交付金も活用し実施している「コミュニティソーシャルワーカー配置事業」や災害対策基
本法に基づく市の責務として、要援護者を事前に把握し、その情報を民生委員をはじめ自主
防災組織や消防団、行政機関等と共有することで災害時の迅速な体制構築を行うための
「避難行動要支援者名簿作成事業」、保護司会との協働事業である「市民協働推進事業」を
実施するもの。

事業費詳細

・需用費
　消耗品費
　［避難行動要支援者名簿作成のために必要な紙やラベルシール等　61千円］
・役務費
　通信運搬費
　［避難行動要支援者名簿の記載の市民に対する確認通知（往復）等　555千円］
・委託料
　委託料
　［コミュニティソーシャルワーカー配置委託、戦没者追悼式に係る祭壇設置　9,809千円］
・報償費
　報償金［市民協働推進事業講師講演料、地域福祉計画策定懇話会　18千円］
・補助金
　補助金
　［守口市遺族会補助金、原爆被害者の会補助金、他市大ホール施設利用料金差額補助金
1,387千円］

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
社会福祉の充実

今後の
事務事業の

方向性
見直し

今後も、効率的・効果的な事業の実施に努めるとともに、H26年度より実施している「他市大ホール施設
利用料金差額補助金」については、年間の申請実績を鑑み、効果は限定的であるため、そのあり方に
ついて検討する。
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部生活福祉課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 生計援助資金貸付事業

事業費
（単位：千円）

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

                    83                    2 

 ・需用費
　消耗品費 2

概　

要

実施内容等

説明

 緊急的かつ一時的に生計の維持が困難となった世帯が、生計困難な状況から脱却し、安
定した生活を営むことに資するため、守口市生計援助資金貸付基金条例、守口市生計援
助資金貸付基金条例施行規則及び守口市生計援助資金貸付基金管理規程を制定し、資
金の貸付を行っていたが、社会福祉協議会による同等貸付制度(緊急小口資金）整備及び
生活困窮者自立支援事業等との連携により目標を達成できるため、平成28年3月31日、条
例廃止に至った。しかし、貸付けた資金の回収について今後も継続していく。

事業費詳細

・需用費
　消耗品費
　［PPC用紙購入：督促状、納付書等に用いる　2千円］

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
社会福祉の充実

今後の
事務事業の

方向性
廃止・終了 未収債権の残額については、今後も適正な回収業務を継続する。
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部生活福祉課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 生活困窮者自立支援事業

事業費
（単位：千円）

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

              32,986             30,459 

 ・報酬
　非常勤職員報酬　38
・委託料
　委託料　27,536
・負担金、補助及び交付金
　負担金　2,080
・扶助費
　扶助費　805

概　

要

実施内容等

説明

　生活困窮者自立支援法が平成27年４月１日に施行されたことにより、生活保護に至る
前段階の自立支援策の強化を図るため、複合的問題を抱えた生活困窮者に対して包括
的な支援を実施する自立相談支援機関の設置が義務付けられた。自立相談支援機関
（くらしサポートセンター守口）では、生活困窮者自立支援法やそれに基づき、必須事業
である自立相談支援事業、住居確保給付金の支給、任意事業である就労準備支援事
業、一時生活支援事業を国庫補助金を活用し実施する。
　また、地域社会において就労や参加の場を提供する取組が未発達であったため、自立
相談支援機関が地域ネットワークの強化及び社会資源の開発等を実施する。

事業費詳細

・報酬
　委員報酬
　［学識経験者・非常勤職員報酬　生活困窮者自立相談支援事業等プロポーザル選定委
員会　38千円］
・委託料
　委託料
　［生活困窮者自立相談支援等業務委託料　27,536千円］
・負担金、補助及び交付金
　負担金
　一時生活支援事業負担金　シェルター事業　368千円  自立相談支援事業負担金
ホームレス巡回相談指導事業　1,712千円］
・扶助費
　扶助費
　［住居確保給付金の支給　805千円］

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
社会福祉の充実

今後の
事務事業の

方向性
継続 引き続き、生活困窮者を取りまく課題を解決できる体制づくり及び支援の強化を進める。
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部生活福祉課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 生活保護事業

事業費
（単位：千円）

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

              78,806             67,067 

 ・賃金
　臨時職員給　14,863
　嘱託給　6,241
・報償費
　報償金　1,227
・需用費
　消耗品費　770
　印刷製本費　585
・役務費
　通信運搬費　7,811
　手数料　7,989
・委託料
　委託料　26,269
・使用料及び賃借料
　使用料　1,312

概　

要

実施内容等

説明

　生活に困窮する全ての国民に対し、必要な保護を行い、その最低限度の生活を保障すると
ともにその自立を助長することを目的として、市は生活保護法による保護の決定等を行う。
　保護の適正な実施のためにレセプト点検、資産・収入等の的確な把握等、被保護者の生活
実態把握を行う。また、受給者のうち稼働年齢層に当たる者の個々の状況を踏まえて、適切
な助言等の就業相談（カウンセリング）を行い、その者の就労意欲を醸成及び育成することに
より、将来的に就労決定に結びつけその世帯の自立の促進を図るもの。

事業費詳細

・賃金
　臨時職員給
　［臨時職員（事務、年金、面接、相談指導員、保健師、ケアマネ等）　14,863千円］
　嘱託給
　［指導監（警察ＯＢ）　6,241千円］
・報償費
　報償金
　［嘱託医（内科、精神課）謝礼　1,227千円］
・需用費
　消耗品費
　文具（収受印、日付印等）　事務用品（ＰＰＣ用紙等）、書籍（生活保護手帳等）　770千円］
　印刷製本費
　［封筒、ケースファイル　585千円］
・役務費
　通信運搬費
　［保護決定通知書、医療券、収入資産扶養照会、督促状等の送付、適正化ダイヤル通信
料、切手　7,811千円］
　手数料
　［レセプトデータ審査手数料、介護保険審査手数料、29条調査手数料　7,989千円］
・委託料
　委託料
　［要介護認定調査、資産等調査業務、診療報酬請求明細書点検等業務、就労支援促進事
業にかかる委託料　26,269千円］
・使用料及び賃借料
　使用料
　［高速道路使用料、レセプト管理クラウドサービス使用料　1,312千円］

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
社会福祉の充実

今後の
事務事業の

方向性
継続 引き続き、生活保護費の適正化に努めるとともに、効果的な就労支援を行う。
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部障がい福祉課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 障害者・高齢者交流会館維持管理事業

事業費
（単位：千円）

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

               9,717              9,564 

 ・需要費
　消耗品費 　66
　光熱水費     6
・役務費
　火災保険料 　 9
・委託料
　委託料　 9,483

概　

要

実施内容等

説明

　守口市障害者・高齢者交流会館条例に基づき、障がい者及び高齢者の交流の場及び機
会の提供を行い、障がい者及び高齢者の社会参加の促進を図ることを目的として設置して
いる障がい者・高齢者交流会館（以下、「交流会館」という。）の、１、２階部分を指定管理事
業者に委託し管理・運営することで、障がい者・高齢者をはじめとする市民の社会参加促進
に寄与するもの。

事業費詳細

・需要費
　消耗品費
　［消火器　66千円］
・委託料
　委託料
　[守口市障害者・高齢者交流会館の指定管理に係る委託料　9,483千円]
など

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
社会福祉の充実

今後の
事務事業の

方向性
継続 引き続き施設を有効活用し、市民福祉サービスの向上を図る。
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部障がい福祉課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 障害者福祉事業

事業費
（単位：千円）

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

              14,001            12,378 

 ・報償費
　報償金　155
・需用費
　消耗品費　 29
　燃料費　 　23
　印刷製本費 　202
　光熱水費 　1,603
　修繕料　88
・役務費
　通信運搬費　227
  手数料　1
  火災保険料　6
　損害保険料　 45
・委託料
　委託料　765
・負担金、補助及び交付金
　負担金　5
　補助金　8,360
・扶助費
　扶助費　844
・公課費
　自動車重量税   25

概　

要

実施内容等

説明
障害者基本法に基づき策定している障がい者計画に掲げる目標の達成に向けて、障が
い者の福祉増進を図るための各種事業を実施するもの。

事業費詳細

・報償費
　報償金
　[障害者相談員への報償金（10人）　155千円]
・委託料
　委託料
　[第５期守口市障がい福祉計画音訳版・点訳版の作成に係る委託料
旧桜の園跡地の草刈に係る委託料　765千円]
・負担金、補助及び交付金
　補助金
　[障がい者（児)歯科検診及び診療事業補助金　8,360]
・扶助費
　扶助費
　[身体障がい者手帳診断料助成事業に係る扶助費　844千円]

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
社会福祉の充実

今後の
事務事業の

方向性
継続

　平成29年度に策定した「第５期守口市障がい福祉計画」及び「第1期守口市障がい児福祉計画」
の推進により、市民サービスの向上に努める。また、旧桜の園跡地については、障がい者福祉に資
する活用となるようサービス提供事業者と協議する。
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部障がい福祉課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 重度障害者福祉事業

事業費
（単位：千円）

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

              11,713              9,689 

 ・扶助費
　扶助費　9,689

概　

要

実施内容等

説明

　重度障がい者（児）が住み慣れた地域で自立して安心した生活を継続できるようにするた
め、「大阪府重度障がい者訪問看護利用料助成事業実施要綱」等に基づき、府内統一の
事業である重度障がい者訪問看護利用料助成事業及び重度障がい者住宅改造助成事業
を実施するもの。

事業費詳細

・扶助費
　扶助費
　[重度障がい者訪問看護利用料助成事業、重度障がい者住宅改造助成事業　9,689千円]

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
社会福祉の充実

今後の
事務事業の

方向性
継続

　重度障がい者訪問看護利用料助成事業については、大阪府福祉医療助成制度の再構築に伴い、
平成30年より「障がい者医療助成事業」に移行した。また、重度障がい者住宅改造助成事業について
は、引き続き効率的・効果的な事業の実施に努める。
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部障がい福祉課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 知的障害者通所更生施設維持管理事業

事業費
（単位：千円）

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

                  388                 388 

 ・役務費
　火災保険料　7
・委託料
　委託料　381

概　

要

実施内容等

説明
　守口市立わかたけ園は、重度知的障がい者等の日中活動の場の確保など、市民の自
立した地域生活の継続を実現するため、市条例に基づき設置している。本事業は同園の
施設管理・運営を指定管理事業者に委託するもの。

事業費詳細

・委託料
　委託料
　[守口市立わかたけ園の施設管理・運営に係る委託料（施設修繕料）　381千円]

など

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
社会福祉の充実

今後の
事務事業の

方向性
課題付継続 　民間のサービス提供の状況等を勘案し、「わかたけ園」の今後のあり方について検討する。
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部障がい福祉課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 地域生活支援事業

事業費
（単位：千円）

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

             224,121           220,635 

 ・報酬
　非常勤職員報酬　466
・報償費
　報償金　69
・旅費
　費用弁償　1
・需要費
　消耗品費　 85
・役務費
　通信運搬費　152
　手数料　5
・委託料
　委託料　173,822
・使用料及び賃借料
　使用料　 39
・負担金、補助及び交付金
　負担金　 49
・補助金　946
・扶助費
　扶助費　45,001

概　

要

実施内容等

説明

　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第77条に基づく、「移
動支援事業」「基幹相談支援センター事業」などの地域生活支援事業を実施し、障がい
者福祉の増進及び向上を図るもの。

事業費詳細

・報酬
　非常勤職員報酬
　[自立支援協議会委員報酬　466千円]
・委託料
　委託料
　[地域生活支援事業の実施に伴う委託料　173,822千円]
・負担金、補助及び交付金
　負担金
　[守口市障害者緊急時手話通訳者派遣事業実施に伴う負担金　49千円]
　補助金
　[守口市障がい者（児）団体社会参加活動移動費補助金交付事業にかかる補助金（５
団体）　946千円]
・扶助費
　扶助費
　[日常生活用具給付等事業の実施に伴う扶助費　45,001千円]

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
社会福祉の充実

今後の
事務事業の

方向性
継続 今後も利用者のニーズに応じたサービス提供体制の整備に努める。
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部障がい福祉課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 障害者医療助成事業

事業費
（単位：千円）

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

            169,955           166,715 

 ・需用費
　消耗品費　80
　印刷製本費　29
・役務費
　通信運搬費　121
　手数料　1,831
・委託料
　委託料　9
・扶助費
　扶助費　164,645

概　

要

実施内容等

説明
　　重度障がいがある人・児童の健康保持、家族等の負担軽減及び福祉の増進を図るた
め、「大阪府身体障がい者及び知的障がい者医療費助成事業費補助金要綱」に基づく障
がい者医療助成事業を、府内市町村において統一内容で実施するもの。

事業費詳細

・役務費
　手数料
　[障がい者医療費審査支払手数料等　1,831千円]

・扶助費
　扶助費
　[医療費の助成に係る扶助費　164,645千円]

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
社会福祉の充実

今後の
事務事業の

方向性
継続 引き続き適正な助成を行い、障がい者福祉の充実に努める。
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部高齢介護課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 シルバ－人材センタ－運営補助事業

事業費
（単位：千円）

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

              19,188            19,078 

 ・負担金、補助及び交付金
   負担金　50
・負担金、補助及び交付金
   補助金　19,028

概　

要

実施内容等

説明

　高年齢者等の雇用の安定等に関する法律に基づき、高年齢者等の意欲及び能力に応
じた雇用の機会や多様な就業の機会の確保等を図るため、必要な職業紹介や職業訓練
等の体制の整備を行う等、必要な施策を総合的かつ効果的に推進する。
　また、守口市老人福祉計画において、守口市シルバー人材センターとの連携及びその
活動を支援することで高齢者の就労機会の確保に取り組むとしており、本市が守口市シ
ルバー人材センターの周知啓発を図り、活動の充実を図ります。

事業費詳細

・負担金、補助及び交付金
　負担金
　[全国シルバー人材センター事業協会賛助会会費　50千円]
・負担金、補助及び交付金
　補助金
　[守口市シルバー人材センターへの補助金　19,028千円]

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
社会福祉の充実

今後の
事務事業の

方向性
継続 引き続き、生きがいの充実や社会参加の促進を図るための制度の構築等、市シルバー人材セン

ターが自主的に効果的な事業展開に努めることができるよう、連携及び活動を支援する。
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部高齢介護課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 地域福祉推進基金積立事業

事業費
（単位：千円）

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

               3,509              1,649 

 ・積立金
　地域福祉推進基金積立金　1,649

概　

要

実施内容等

説明
 市民が安心し、生きがいをもって暮らせる地域福祉の推進を目的とした守口市地域福祉
推進基金条例に基づく地域福祉推進基金について、高齢者等の保健福祉など地域福祉
の増進に必要な財源の一部に活用するために運用益等を積み立てるもの。

事業費詳細

・積立金
　地域福祉推進基金積立金
　[地域福祉推進基金運用利息の積立て　1,649千円]

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
社会福祉の充実

今後の
事務事業の

方向性
課題付継続

守口市地域福祉推進基金を活用するため、平成31年度中にガイドラインとなる運用方針を策定す
る。
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部高齢介護課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 老人ホ－ム入所措置事業

事業費
（単位：千円）

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

              27,453            17,363 

 ・扶助費
　施設入所措置費　17,363

概　

要

実施内容等

説明
　老人福祉法に基づき、対象者の心身の健康の保持及び生活の安定を図るため、65歳
以上の者であって、虐待等の環境上の理由及び経済的理由により措置が必要と認めら
れた場合に、本市が養護老人ホームへ入所措置を行うもの。

事業費詳細

・扶助費
　施設入所措置費
　[養護老人ホーム措置入所者に係る施設入所措置費　17,363千円]

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
社会福祉の充実

今後の
事務事業の

方向性
継続 法定業務のため、引き続き適正実施に努める。
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部高齢介護課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 高齢者支援事業

事業費
（単位：千円）

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

              33,204            28,401 

・委託料
　委託料　16,250
・需用費
　消耗品費　18
　光熱水費　1,440
　修繕料
・扶助費
　扶助費　741
・負担金、補助及び交付金
　負担金　2
　補助金　9,696
・補償、補てん及び賠償金
　補償金　5
・役務費
　通信運搬費　16
　手数料　37
・工事請負費
　補修工事請負費　122
・備品購入費
　庁用器具費　74

概　

要

実施内容等

説明

　「地域で支えあいながら、健康でいきいきと安心して暮らせるまちづくり」を基本理念とし
て、老人福祉法の法定計画として策定した「守口市老人福祉計画（平成27年度～29年
度）」に基づき、介護予防や生きがいづくりなどの地域活動 や、見守り支援活動を行う老
人クラブに対する支援、地域住民が主体となって運営する「さんあい広場」の整備支援を
行うなど地域を拠点とした事業を実施する。

事業費詳細

・委託料
　委託料
　[介護予防運動教室事業委託、ひとり暮らし緊急通報機器設置、外出支援サービス委託
等　16,250千円]
・需用費
　消耗品費
　［さんあい広場運営に係る消耗品購入　18千円］
　光熱水費
　[さんあい広場運営に要する光熱水費　　1,440千円]
・扶助費
　扶助費
　[在日外国人高齢者福祉金等　741千円]
・負担金、補助及び交付金
　負担金
　［有料老人ホーム集団指導・人権研修負担金　2千円］
　補助金
　[守口市老人クラブ連合会･単位老人クラブの活動に対する補助、単位老人クラブが実
施する高齢者サロン活動に対する補助　9,696千円]
・役務費
　通信運搬費
　［成年後見制度、老人福祉計画策定事業郵便料　16千円］
　手数料
　［成年後見制度手数料　37千円］
・補償・補てん及び賠償金
　補償金
　［安否確認対応補償金　5千円］
・工事請負費
　補修工事請負費
　［さんあい広場運営に係る補修工事請負費　122千円］
・備品購入費
　庁用器具費
　［さんあい広場備品購入費　74千円］

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
社会福祉の充実

今後の
事務事業の

方向性
課題付継続

　地域包括ケアシステムの強化による地域共生社会の実現に向けた国の動向や市老人福祉計画
の改定内容を踏まえ、高齢者支援が効果的に実施できるよう努める。なお、市民体育館で実施して
いる「介護予防運動教室」については、地域包括ケアシステム構築に向けた検討の中で、地域住民
が主体となる「通いの場」の充実を勘案し、そのあり方を検討する。
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部高齢介護課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 介護保険制度関連事業

事業費
（単位：千円）

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

          2,092,874         2,089,975 

 ・負担金、補助及び交付金
　負担金　2,089,975

概　

要

実施内容等

説明

　介護保険法及び介護保険法施行法に基づく介護保険事務は市町村が行うと規定され
ているが、本市において、保険料の統一、公平な要支援・要介護認定、保険財政基盤の
安定、サービス基盤の効果的整備、行財政の効率化の観点から、介護保険の運営を広
域的に行うため、守口市、門真市及び四條畷市の３市において、地方自治法に基づき「く
すのき広域連合」を設立し、事務を処理するもの。

事業費詳細

・負担金、補助及び交付金
　負担金
　[くすのき広域連合に対する負担金　　2,089,975千円]
　（１）地域包括ケアシステムの構築
①認知症対策として新オレンジプランの推進（認知症初期集中支援チームの設置・
認知症地域支援推進員配置・認知症ケアパス作成、更なる認知症サポーター養成講座
の充実）、②住民通いの場の創出、③地域ケア会議の充実（個別支援・自立支援型マネ
ジメント）、④医療と介護の連携強化、⑤社会資源の発掘、⑥生活支援サービス協議体
の実施と生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）の配置
（２）介護保険関係事務
①要介護認定事務、②住宅改修・福祉用具、③給付管理、④保険料滞納関係、⑤地域
支援事業

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
社会福祉の充実

今後の
事務事業の

方向性
継続

地域包括ケアシステムの強化による地域共生社会の実現に向けた国の動向や市老人福祉計画の
改定内容を踏まえ、高齢者支援と連携を図り、介護保険事業が効率的に実施できるよう努める。
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部高齢介護課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 老人医療助成事業

事業費
（単位：千円）

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

             251,564           235,159 

 ・需用費
　消耗品費　　22
　印刷製本費　84
・役務費
　通信運搬費　397
　手数料　5,330
・委託料
　委託料　9
・扶助費
　扶助費　229,317

概　

要

実施内容等

説明

　高齢者、とりわけ重度障がい者等は、疾病を有する割合が高く、療養が長期に渡ること
で医療費が高額になることが多いため、65歳以上の重度障がい者、難病患者等のうち、
条例に規定する要件に該当する者に対して医療費の一部を助成することにより、健康の
保持及び福祉の増進を図るもの。

事業費詳細

・需用費
　消耗品費
　[老人医療助成事業のポスター用色上質紙　　22千円]
　印刷製本費
　[医療証帳票・窓あき封筒の印刷費用　84千円]
・役務費
　通信運搬費
　[郵便料　397千円]
　手数料
　[老人医療費審査支払手数料　5,330千円]
・委託料
　委託料
　[老人医療テープ処理委託　9千円]
・扶助費
　扶助費
　[一部負担医療費　229,317千円]

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
社会福祉の充実

今後の
事務事業の

方向性
廃止・終了 平成30年４月、大阪府福祉医療費制度の再構築により、重度障害者医療に整理・統合する。
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部高齢介護課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 老人福祉センタ－維持管理事業

事業費
（単位：千円）

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

              25,137            20,057 

 ・報償費
　報償金  629
・需用費
　消耗品費　236
　食糧費　30
　光熱水費　3,416
　修繕料　141
　医薬材料費　5
・役務費
　通信運搬費 163
　手数料　65
　損害保険料　19
・委託料
　委託料     15,353

概　

要

実施内容等

説明
　高齢者の健康の増進、教養の向上、あるいはレクリエーション活動などを通じ、お互い
の交流を深めるため、守口市老人福祉センター条例に基づき市内２ヶ所に設置された老
人福祉センターの運営を行うもの。

事業費詳細

・報償費
　報償金
　[教養講座、各種教室（書道、詩吟、民謡）の講師謝礼等    629千円]
・需用費
　光熱水費
　[老人福祉センターに係る光熱水費　3,416千円]
・委託料
　委託料
　[老人福祉センタ－業務委託、老人福祉センタ－清掃警備業務委託等     15,353千円]

など

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
社会福祉の充実

今後の
事務事業の

方向性
廃止・終了

老人福祉センターの機能はコミュニティ施設等に継承集約を図り、菊水老人福祉センターは、平成
30年３月末、佐太老人福祉センターは、平成30年7月末で廃止した。
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部健康推進課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 公衆衛生普及事業

事業費
（単位：千円）

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

                  170                170 

 ･負担金、補助及び交付金
補助金　　170

概　

要

実施内容等

説明

 健康で明るく住みよい地域社会の実現を目指すため、結核予防をはじめとする保健衛生
の推進や食生活改善の推進など他の様々な活動を行う団体へ補助を行い、様々
な公衆衛生活動の推進を図り、市民生活の向上を目指すもの。

事業費詳細

･負担金、補助及び交付金
補助金
[公衆衛生活動を行っている団体への補助金　170千円]

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
生涯を通じた健康づくり

今後の
事務事業の

方向性
課題付継続 補助金交付については、健康で明るく住みよい地域社会の実現を目指す事業に対して、補助を行う。
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部健康推進課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 予防接種事業

事業費
（単位：千円）

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

            344,104           333,002 

 ・報償費
　　報償金　　　　　1,701
・需用費
　　消耗品費           82
　　印刷製本費      722
　　医療材料費　　3,010
・役務費
　　通信運搬費  　　814
　　手数料　　　　　　 　3
　　損害保険料　　　273
・委託料
　　委託料　 　　313,976
・負担金、補助及び交付金
　　補助金　 　　　 2,620
　　交付金　　　　　  178
・扶助費
　　扶助費　　　　　9,623

概　

要

実施内容等

説明

予防接種の機会を安定的に確保し、予防接種によって獲得した免疫が感染症の流
行を抑制している。今後も感染症の大きな流行を防ぐため、予防接種の有効性・適切
な接種方法を周知するとともに、予防接種法第５条第１項に基づく接種機会を安定的
に確保するもの。

事業費詳細

・報償費
　報償金
　[BCG集団接種の医師及び看護師への検診出動謝礼　1,701千円]
・需用費
　医療材料費
　[BCGワクチン及び救急医薬品等　3,010千円]
・委託料
　委託料
　[予防接種個別接種委託 、システム改修　313,976千円]
・負担金、補助及び交付金
　補助金
　[里帰り等による他市での接種費用の償還払い　 2,620千円]
・扶助費
　扶助費
　[健康被害者への障がい年金　　　9,623千円]

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
生涯を通じた健康づくり

今後の
事務事業の

方向性
見直し

BCGの集団接種については、利用者の利便性を考え、平成31年度から個別接種方式に変更し、実施
する。
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部健康推進課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 感染症対策事業

事業費
（単位：千円）

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

                   38                   - 

 なし

概　

要

実施内容等

説明

新たな感染症が流行した際に、感染拡大を可能な限り抑制し、市民の生命及び健康
を保護するため、守口市附属機関条例及び守口市感染症対策委員会規則に基づき常
設している「守口市感染症対策委員会」を開催し、専門的な立場から意見や助言を聴
取し、新たな感染症予防対策を講じるもの。

事業費詳細

なし

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
生涯を通じた健康づくり

今後の
事務事業の

方向性
継続 新たな感染症が流行した際に迅速に対応するため、引き続き体制確保に努める。
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部健康推進課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 市民総合（特定）健康診査事業

事業費
（単位：千円）

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

             248,597           224,208 

 ・報償費
　報償金                  25,256
・需用費
　消耗品費　　           1,696
　印刷製本費　          517
　修繕料　　　　       　 4,002
・役務費
　通信運搬費　      　　9,678
・委託料
　委託料　     　      　　161,846
・使用料及び賃借料
　使用料　　　　      　　18,564
　借上料　　　　      　　2,484
・備品購入費
　事業用器具費　　　  165

概　

要

実施内容等

説明

生活習慣病などの予備軍の早期発見･対応及び疾病の早期発見・治療により、疾病の重症
化及び寝たきりや認知症の発症と進行を予防し、最終的には市民の健康寿命の延伸を目
指すため、15歳から39歳までの受診機会のない市民に対し、健康増進法第４条に基づく健
康診査、また高齢者の医療の確保に関する法律第20条に基づく特定健診を実施し、市民
の生活習慣病予防に努めるもの。健康増進法19条の２に基づき、肝炎ウイルス検診・がん
検診・歯科健診・骨密度測定を実施し、がん死亡の減少、歯の喪失の予防、骨粗鬆症の予
防に努めるもの。

事業費詳細

・報償費
　報償金
　[医師、歯科医師、看護師等に対する　報償金  25,256千円]
・委託料
　委託料
　[市民（特定）健康診査にかかる委託料、常勤医師管理業務委託料、Ｘ線画像管理システ
ム保守料等　161,846千円]

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
生涯を通じた健康づくり

今後の
事務事業の

方向性
課題付継続

今後も受診率の向上に向け、受診勧奨の時期や通知内容を工夫するとともに、健康診査の実施手法
については、個別健診の導入等、市民ニーズを踏まえた検討を進める。
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部健康推進課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 母子保健事業

事業費
（単位：千円）

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

             173,846           158,265 

 ・賃金
　　臨時職員給  　 2,367
・報償費
　　報償費       　  29,440
・需用費
　　消耗品費　　   　1,054
　　印刷製本費 　　　 358
・役務費
　　通信運搬費   　 　956
　　手数料　       　　1,431
・委託料
　　委託料    　　  115,360
・備品購入費
　　事業用器具費　 　 162
・負担金、補助及び交付金
　　補助金       　 　　7,137

概　

要

実施内容等

説明

母子保健法第11条及び第12、13条に基づく新生児の訪問指導及び健康診査の実施
や、母性並びに乳幼児の健康保持及び増進を図るため、妊娠、出産に関する支援及
び母子の健康と乳幼児の成長や発達に関する支援、また虐待予防、早期発見などの
養育に関する支援を実施するもの。

事業費詳細

・報償費
　報償金
　[1歳6ヶ月、3歳6ヶ月健診等各種乳幼児健診に出動された医師等への報償金29,440千
円]
・委託料
　委託料
　[大阪府医師会への妊婦一般健診委託料、乳児一般健診委託料等　115,360円]
・負担金、補助及び交付金
　補助金
　[妊婦健診府外受診者への助成金、一般不妊治療受診者への助成金　7,137千円]

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
生涯を通じた健康づくり

今後の
事務事業の

方向性
見直し

平成31年７月に開設予定の「子育て世代包括支援センター」にて、妊娠期から子育て期まで切れ目
ない支援を行うため、　その役割分担と連携方策を備えた、より効果的な母子保健事業の実施につ
いて検討する。
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部健康推進課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 救急医療等推進事業

事業費
（単位：千円）

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

              53,671            53,663 

 ・委託料
　委託料　　44,176
・負担金、補助及び交付金
　負担金　　9,487

概　

要

実施内容等

説明

守口市市民保健センター内診療所において、休日等に応急診療を実施し市民の安
全安心を確保し、また、北河内二次医療圏における医療を提供する体制の確保を図る
ため、本市をはじめ、枚方市・寝屋川市・大東市、門真市、四条畷市、交野市で「北河
内二次救急医療協議会」を構成し、二次救急医療体制の充実を図るもの。

事業費詳細

・委託料
　委託料
　[休日応急診療業務（内科・小児科）委託料、休日応急診療業務（歯科）委託料、休日診
療業務（薬剤）委託料　44,176千円]
・負担金、補助及び交付金
　負担金
　[北河内夜間救急センター運営負担金、北河内二次救急医療協議会運営負担金9,487千
円]

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
生涯を通じた健康づくり

今後の
事務事業の

方向性
継続

引き続き、休日等における急病患者の受診機会の確保及び北河内における夜間救急、二次救急医
療体制の確保に努める。
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部健康推進課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 健康相談等事業

事業費
（単位：千円）

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

                2,841               2,741 

 ・報償費
　報償金　　　　　　　222
・需用費
　消耗品費　　 　　　151
　燃料費　　　　　　　121
　修繕料　　　　　　　307
・役務費
　通信運搬費　　　　139
　損害保険料　　　　113
　手数料　　　　　　　3
・委託料
　委託料　　　　　　　1,659
・公課費
　自動車重量税　　26

概　

要

実施内容等

説明

　日本人の１年間の全死亡者の約6割は、がん、心臓病、脳卒中の３大生活習慣病が原
因となっており、これらの病気は、運動不足、喫煙や食生活の乱れ、高血圧が主な要因
とされている。このことから、市民の健康管理に対する意識を向上し、市民自らの健康管
理を促進し、生活習慣病や介護を要する状態になることの予防をするため、健康増進法
第17条に基づき、生活習慣病等の相談及び保健指導、並びにこれらに付随する業務を
実施するもの。

事業費詳細

・報償費
　報償金
　[医師、歯科医師、栄養士に対する報償金　　222千円]
・委託料
　委託料
　[運動指導士、歯科衛生士、尿中塩分測定委託、健康相談委託料、歯科健康相談委託
料、お薬相談委託料　1,659千円]

など

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
生涯を通じた健康づくり

今後の
事務事業の

方向性
継続 引き続き、健康教室や保健指導などにより、市民の健康教育を行い、市民の健康増進に努める。
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部健康推進課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 保健対策推進事業

事業費
（単位：千円）

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

                   38                   - 

 なし

概　

要

実施内容等

説明
　守口市附属機関条例及び守口市市民保健センター運営協議会規則に基づき設置して
いる「守口市市民保健センター運営協議会」の調査審議を通じ、保健・福祉・医療の連携
体制確保及び市民保健センターの有効的な利用、運営を目指すもの。

事業費詳細

なし

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
生涯を通じた健康づくり

今後の
事務事業の

方向性
継続 引き続き必要に応じて適切に実施する。

29



平成29年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部健康推進課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 自殺対策事業

事業費
（単位：千円）

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

               1,246                896 

 ・報償費
　報償金　　　885
・需用費
　消耗品費　 11

概　

要

実施内容等

説明

　自殺対策基本法において、市町村は地域の実情に応じた自殺対策を推進すること、職
域、学校、地域等における国民の心の健康の保持に係る教育及び啓発の推進並びに相談
体制の整備など必要な施策を講じるものとなっており、守口市では臨床心理士による対面
相談事業を実施するもの。

事業費詳細

・報償費
　報償金
　[臨床心理士に対する対面面談、研修会及び連絡会議出勤謝礼等　885千円]
・需用費
　消耗品費
　[検査用紙１セット、ファイル１セット　 11千円]

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
生涯を通じた健康づくり

今後の
事務事業の

方向性
拡充

自殺対策基本法に基づき、自殺対策を総合的かつ円滑に推進するため、「守口市いのちを支える自
殺対策推進本部」を設置し、関係部署と協議を行い、H30年度中に地域自殺対策計画を策定する。
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部健康推進課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 市民保健センター維持管理事業

事業費
（単位：千円）

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

              77,563            76,505 

  ･需用費
　　消耗品費　　 557
　　燃料費　　　　39
　　光熱水費　　25,109
　　修繕料　　　　2,752
・委託料
　　委託料　 　　47,792
・使用料及び賃借料
　　使用料　　　　256

概　

要

実施内容等

説明

　地域保健法（第18条）に基づく市民保健センターは、医療救護所の指定及び休日応急診
療所を併設しているため、災害時の救護所になり、急病患者にとって必要不可欠な施設で
ある。その市民保健センターを清潔かつ安全に保ち、利用者が安心して快適に利用できる
環境を維持するもの。

事業費詳細

 ･需用費
　　光熱水費
　　[市民保健センターに係る光熱水費　　25,109千円]
・委託料
　委託料
　　[市民保健センターの清掃、警備業務委託等　47,792千円]
・使用料及び賃借料
　　使用料
　　[地下駐車場LED照明導入に係るリース料　256千円]

など

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
生涯を通じた健康づくり

今後の
事務事業の

方向性
課題付継続

引き続き、利用者がより安心して快適に利用できる環境の維持に努めるとともに、多額の維持管理経
費を鑑み、更なる財産の有効活用や歳入確保等について検討する。
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部健康推進課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 公害健康被害福祉事業

事業費
（単位：千円）

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

                4,050               2,457 

 ・報償費
　  報償金　　　　　433
・旅費
　　普通旅費　　　 132
・需用費
　　消耗費           　6
　　燃料費           　4
　　印刷製本費　   13
　　医薬材料費　     0
・役務費
　　通信運搬費   　184
　　手数料          　59
・使用料及び賃借料
　　使用料         　359
　　借上料         　92
・扶助費
　　扶助費　       1,175

概　

要

実施内容等

説明

　公害健康被害の補償等関する法律に基づき、事業活動その他の人の活動に伴って相
当範囲にわたる著しい大気の汚染が生じ、その影響による疾病が多発している「第一種
地域」として昭和52年1月13日に指定された本市は、指定以降に大気汚染により気管支
ぜん息などの指定疾病及び続発性疾病を患ったと認定された者（被認定者）に対し、健
康の回復・保持・増進を図るもの。

事業費詳細

・報償費
　報償金
　[リハビリテーション事業における医師等への報償金、転地療養事業における医師及び
看護師報償金　433千円]
・旅費
　普通旅費
　[転地療養事業付添　 132千円]
・役務費
　通信運搬費
　[郵便代　184千円]
　手数料
　[転地療養事業における文書作成手数料　59千円]
・使用料及び賃借料
　　使用料
　　[転地療養事業施設使用料等　359千円]
・扶助費
　　扶助費
　　[インフルエンザ予防接種助成　1,175千円]

など

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
生涯を通じた健康づくり

今後の
事務事業の

方向性
継続

公害健康被害の補償等に関する法律に基づき、引き続き認定患者の健康回復・保持増進に努め
る。
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部健康推進課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 公害健康被害予防事業

事業費
（単位：千円）

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

                1,307                 995 

 ・報償費
　  報償金　　　637
・旅費
　　普通旅費　　  0
・需用費
　　消耗費        4
　　燃料費       　2
　　医薬材料費  50
・役務費
　　通信運搬費  　0
・使用料及び賃借料
　　使用料        227
　　借上料         75

概　

要

実施内容等

説明

　守口市は、公害健康被害の補償等に関する法律に基づき、事業活動その他の人の活
動に伴って相当範囲にわたる著しい大気の汚染が生じ、その影響による健康被害が多
発している「第一種地域」として、昭和52年1月13日に指定された。その後、大気汚染の態
様の変化を踏まえ、昭和63年3月１日には指定地域が解除されたが、大気汚染が健康被
害の主たる原因とは言えないものの、それらの病気に何らかの影響を及ぼしている可能
性があることから、昭和63年第30号通知により改正された公害健康被害の補償等に関す
る法律第68条に基づき、新たに大気汚染の影響による旧第一種指定地域住民の健康被
害を予防する事業を実施するもの。

事業費詳細

・報償費
　報償金　　　637
　[ぜん息キャンプにおける医師・看護師報償金、健康相談事業における報償金　637千
円]
・使用料及び賃借料
　　使用料
　　[ぜん息キャンプ（和泉市青少年の家）（高速料金）　227千円]
　　借上料
　　[ぜん息キャンプ　観光バス借上　75千円]

など

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
生涯を通じた健康づくり

今後の
事務事業の

方向性
見直し

ぜんそくデイキャンプについては一定の役割を終えたためH29年度で終了。健康相談事業、健康診
査事業については、法に基づき実施していくものの、利用実態や住民のニーズを鑑みて縮小する。
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